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１～４号機滞留水移送装置の追設に伴う
実施計画の変更について

東京電力ホールディングス株式会社

2019年12月5日
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１．目的・概要
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床ドレンサンプピット

最地下階

２階 電源盤・制御盤・コンプレッサ

水位計
（追設）

ポンプ（追設）

高線量のため接近不可
（～1000mSv/h）

P
ポンプ

（既設）

水位計
（既設）

汚染水処
理設備へ

既設滞留水移送装置

P

1階

移送配管（追設）

 中長期ロードマップにおいて2020年末までに滞留水を貯留している建屋の最
地下階の床面を露出維持する計画としている

 既設の滞留水移送装置は最地下階床面よりも高い位置にポンプが設置されてい
るため、床面を露出させるにはより低い位置にポンプを設置する必要がある。

→各建屋の床ドレンサンプ等に新しいポンプを追設する

：対象建屋（８建屋）

：最地下階床面露出完了（2016年度末）

：循環注水中（対象外）
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２．系統概要
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 追設する配管は，既設のストレーナユニットまたは，ポンプ出口弁スキッドの予備座に接続する
ことで，既設設備を可能な限り流用する。

 ポンプを２サンプに追設する建屋については，１つのサンプに集約し，移送する。

MO：電動弁

LT ：水位計

既設設備
追設設備

※今回の申請範囲でポンプを
２サンプに追設する建屋

2Rw/B
3T/B
3Rw/B
4R/B
4Rw/B

サンプ１か所につきポンプ２台を設置
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３．実施計画の変更概要
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 実施計画の変更点の概要は以下の通り。

実施計画Ⅱ記載箇所 変更内容

基本
設計

2.5 汚染水処理設備等
2.5.1 基本設計

ポンプ設置に伴うポンプ台数の変更

基本
仕様

2.5 汚染水処理設備等
2.5.2 基本仕様

ポンプ、配管設置に伴う要目表の追加

添付

2.5 汚染水処理設備等
添付資料1,16

2.6 滞留水を貯留している
（滞留している場合を含む）建屋

添付資料1

ポンプ設置に伴う系統概要の変更
強度評価配管の追加

ポンプ設置に伴う建屋内水位計の追加・削除

 実施計画Ⅱ

 実施計画Ⅲ

実施計画Ⅲ記載箇所 変更内容

第１編 該当なし 該当なし

第２編 該当なし 該当なし

第３編
1.7 １～４号機の滞留水とサブドレンの運

転管理について
ポンプ設置に伴う建屋内水位計の追加・削除
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【参考】実施計画の補正申請予定概要
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 第３回補正予定内容（変更内容を赤字で示す）

Ⅱ 特定原子力施設の設計，設備

2.5 汚染水処理設備等

本文

・原規規発第1910172号にて認可された実施計画の反映

(海水配管トレンチ浄化設備撤去)

添付資料－１

・変更なし

添付資料－１６

・変更なし

2.6 滞留水を貯留している（滞留している場合を含む）建屋

添付資料－１

・建屋滞留水水位計の運用に関して，現状にあわせた記載の適正化

（滞留水水位低下に伴い，露出する水位計を削除⇒運用を継続させる）

Ⅲ 特定原子力施設の保安

第３編 保安に係る補足説明

1 運転管理に係る補足説明

1.7 １～４号機の滞留水とサブドレンの運転管理について

・建屋滞留水水位計の運用に関して，現状にあわせた記載の適正化

（滞留水水位低下に伴い，露出する水位計を削除⇒運用を継続させる）
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４．配置図（ポンプ，配管）
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 追設する配管は，既設のストレーナユニットまたはポンプ出口弁スキッド予備座への
接続を行う。

サンプ間移送ラインおよび予備座（鋼管） イメージ図

 追設する配管は，全て屋内への設置である。



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

５．配置図（ポンプ，配管）（１号機）
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R/B

Rw/B

T/B

２号機タービン建屋へ

既設ストレーナユニット予
備座へ接続(1号機T/B)

既設ポンプ
既設配管
追設ポンプ
追設配管

P

P

P.N.
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６．配置図（ポンプ，配管）（２号機）
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R/B

Rw/B

T/B

３号機タービン建屋へ
１号機タービン建屋より

サンプ間移送
Rw/B床ドレンサンプ(B)

→床ドレンサンプ(A)

既設ポンプ出口弁スキッド
予備座へ接続(2号機Rw/B)

既設ポンプ出口弁スキッド
予備座へ接続(2号機T/B)

既設ポンプ
既設配管
追設ポンプ
追設配管

P

P

P.N.
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７．配置図（ポンプ，配管）（３号機）
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R/BRw/B

T/B

４号機タービン建屋へ

２号機タービン建屋より

サンプ間移送
Rw/B床ドレンサンプ(A)

→床ドレンサンプ(B)

サンプ間移送
サービスエリアストーム
ドレンサンプ

→T/B床ドレンサンプ

既設ポンプ出口弁スキッド
予備座へ接続(3号機T/B)

既設ポンプ出口弁スキッド
予備座へ接続(3号機Rw/B)

既設ポンプ
既設配管
追設ポンプ
追設配管

P

P

P.N.
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８．配置図（ポンプ，配管）（４号機）
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R/BRw/B

T/B

プロセス主建屋
高温焼却炉建屋へ

３号機タービン建屋より

サンプ間移送
R/B床ドレンサンプ(A)

→床ドレンサンプ(B)

サンプ間移送
Rw/B床ドレンサンプ(B)

→床ドレンサンプ(A)

既設ストレーナユニット予
備座へ接続(4号機T/B)

既設ストレーナユニット予
備座へ接続(4号機Rw/B)

既設ストレーナユニット予
備座へ接続(4号機R/B)

既設ポンプ
既設配管
追設ポンプ
追設配管

P

P

P.N.
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９．配管概略図

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 10

P P P P

P P

:鋼管

:ポリエチレン管

:申請範囲

:耐圧ホース

既設ストレーナユニット
または

既設ポンプ出口弁スキッド

既設移送ラインへ

既設移送ラインへ

床ドレンサンプ等

地下１階床面

予備座

予備座

３号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ａ）から３号機廃棄物処理建屋床ドレ
ンサンプ（Ｂ）まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

 
３号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ｂ）から３号機廃棄物処理建屋ポンプ
出口弁スキッド分岐部まで 

（耐圧ホース） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当 
EPDM 合成ゴム 
0.96MPa 
40℃ 

（ポリエチレン管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A 相当,100A 相当 
ポリエチレン 
0.96MPa 
40℃ 

 
３号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ
（Ｂ）から３号機廃棄物処理建屋ポンプ
出口弁スキッド分岐部まで 

（鋼管） 

呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.80 
STPT410 
0.96MPa 
40℃ 

（鋼管） 呼び径 
材質 
最高使用圧力 
最高使用温度 

50A/Sch.40 
STPG370 
0.96MPa 
40℃ 

 

① ②

③ ③

②

①

③
④

⑤

⑥

⑨

⑦

⑤

⑥
⑦

④

⑦

⑧

⑦

⑧

⑨

⑨

(85) 3 号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ（Ａ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 

(86) 3 号機廃棄物処理建屋床ドレンサンプ（Ｂ）滞留水移送ポンプ（完成品） 

台  数        2 

容  量        12m3/h（1 台あたり） 

揚  程        55ｍ  

 追設するポンプ及び配管の仕様は，右表に示す通り。

例：3号Rw/B
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×２

×２

×２

×２

×２

×２

１０．水位計に係る変更内容（１，２号機）
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×２

×２

×２

×２

1号機水位計設置位置図 2号機水位計設置位置図

 サンプ１か所につき，制御用水位計を２台設置する。

 運用停止としている露出水位計，排水完了エリアの水位計について実施計画から削除する。
※削除後は露出水位計は他の連通箇所の水位計，排水完了エリアの水位計は手測りにて確認。

P.N.

：追設水位計（制御用）

：監視用水位計（削除）

：制御用水位計設置位置

：監視用水位計設置位置

：制御用水位計（削除）

T/B

T/B

R/B
Rw/B

Rw/B

R/B
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１１．水位計に係る変更内容（３，４号機）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 12

×２

×２

×２

×２

×２

×２

×２

×２

×２

×２

×２

×２

×２

×２

×２

3号機水位計設置位置図 4号機水位計設置位置図

P.N.

：追設水位計（制御用）

：監視用水位計(削除)

：制御用水位計設置位置

：監視用水位計設置位置

：制御用水位計(削除)

R/B
R/B

T/B

T/B

Rw/B

Rw/B
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無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 13

１２．検査の確認事項①

 使用前検査は，実施計画Ⅱ章 ２．５ 添付１６ 別紙（２）に基づき実施
する。
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１３．検査の確認事項②



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.
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１４．検査の確認事項③
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１５．検査の確認事項④
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無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 17

１６．検査の確認事項⑤
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１７．検査の確認事項⑥
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１８．検査の確認事項⑦
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１９．スケジュール
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建屋
2019年度 2020年度

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ １Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

共通

１号機

２号機

１・２
号機
共通

３号機

４号機

３・４
号機
共通

穿孔・干渉物撤去

実施計画変更申請

ポンプ・配管・水位計設置

使用前検査
A系運用開始

Ａ系切替※ Ｂ系切替※

認可

B系運用開始

※切替期間についてはP32を参照

穿孔・干渉物撤去

ポンプ・配管・水位計設置

使用前検査
A系運用開始

Ａ系切替※ Ｂ系切替※

B系運用開始

穿孔・干渉物撤去

穿孔・干渉物撤去
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（参考）放射性物質の漏えい防止，漏えい検知，漏えい拡大防止対策
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 放射性物質の漏えい防止，漏えい検知，漏えい拡大防止対策
 漏えいの発生を防止するため，ポリエチレン管とポリエチレン管の接続部

は，融着構造とする。
 液体状の放射性物質が漏えいした場合に備え，鋼管の接続部の周囲には堰

等を設置することで漏えいの拡大を防止する。また，トラフ及び堰等の内
部に漏えい検知器を設置し，漏えいの早期検出が可能な設計とする。

【補足：鋼管とポリエチレン管の接続部はフランジ接続である。】
 漏えい検知の警報は免震重要棟に表示し，異常を確実に運転員に伝え，警

報発生時にはポンプ停止措置がとれるようにする。

実施計画Ⅱ章２．５ 添付－１６から引用

【堰等の解説】堰等とは，受けパンもしくは，床面に設置する堰を示す。

受けパン

堰

床面

漏えい検知器

接続部接続部

鋼管

ポリエチレン管 ポリエチレン管
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（参考）放射線遮へいに対する考慮
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 放射線遮へいに対する考慮

 滞留水移送装置は，放射線業務従事者が接近する必要がある箇所の空

間線量率が数mSv/h以下となるよう，鋼材または鉛カーテン等により

放射線を適切に遮へいする設計とする。

実施計画Ⅱ章２．５ 添付－１６から引用
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（参考）機器の仕様（新設）
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移送ポンプ：２６台

型式：水中ポンプ

全揚程：５５ｍ

容量：１２ｍ３／ｈ

出力：５．５ｋＷ

電源：三相４００Ｖ

電動機仕様：乾式水中型誘導電動機

 水位計：２６台

種類：バブラー式水位計

計測範囲：０～７ｍ
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（参考）耐圧ホースの使用実績ついて
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 耐圧ホースの使用実績について

 耐圧ホースは， １Ｆ構内（既存の滞留水移送装置）で使用実績がある
耐圧ホースと同一仕様のものを今回使用する。

 同一仕様の耐圧ホースを使用している既存の滞留水移送装置を以下に
示す。

・１号機原子炉建屋滞留水移送装置
・１号機タービン建屋滞留水移送装置
・４号機原子炉建屋滞留水移送装置
・４号機タービン建屋滞留水移送装置
・４号機廃棄物処理建屋滞留水移送装置
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無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 25

（参考）滞留水移送装置の概要
 １～４号機の各建屋の滞留水は，滞留水移送装置によりプロセス主建屋，高温焼却

炉建屋に移送される。

申請範囲
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（参考）設計上の考慮①

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 26

 自然災害対策（１）
 津波

滞留水移送装置は，仮設防潮堤内に設置し，アウターライズ津波による浸水
を防止する。また，アウターライズ津波を上回る津波の襲来に備え，大津波警
報が出た際は，移送ポンプを停止し，汚染水の流出を防止する。なお，津波に
よる配管損傷があった場合でも，移送ポンプを停止することで，汚染水の漏え
いは限定的なものとなる。

実施計画Ⅱ章２．５ 添付－１６から引用

※アウターライズ津波への対策としての仮設防潮堤は，平成２３年６月末に設置完了している。
敷地の南東部に仮設防潮堤を設置することとし，これをモデル化した数値解析を実施した結果，
仮設防潮堤により敷地への遡上を防ぐことができることを確認した。

（実施計画Ⅲ章 第３編１．１から引用）
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（参考）設計上の考慮②

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 27

 自然災害対策（２）
 強風

新設する設備は，建屋内に設置するため，強風による損傷の可能性は低い。

 火災
滞留水移送装置は，火災発生防止及び火災の影響軽減のため，実用上可能な

限り不燃性または難燃性材料を使用するとともに設備周辺からは可能な限り可
燃物を排除する。また，初期消火の対応が出来るよう，設備近傍に消火器を設
置する。

実施計画Ⅱ章２．５ 添付－１６から引用

※設備設計の際は可能な限り可燃性材料は使用しない。
※設備周辺に可燃物が見られる場合は撤去する。
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（参考）設計上の考慮③

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 28

 環境条件対策
 腐食

耐圧ホースの材料であるポリ塩化ビニル，及びポリエチレン管について
は耐腐食性に優れていることを確認している。炭素鋼については，長期に
渡る健全性維持のため，ポリエチレンによる内面ライニングを施した配管
を使用する。
 生物汚染

滞留水移送装置の移送ポンプの取水口にはメッシュを設けており，大き
な海藻がポンプ内に侵入して機器を損傷させることはない。また，滞留水
を移送している上では有意な微生物腐食は発生しないと考えられる。ただ
し，異常な速度で腐食が進み漏えいが生じた場合において，微生物腐食が
原因であると判断すれば，生物汚染を考慮した対策を講じる。

実施計画Ⅱ章２．５ 添付－１６から引用
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（参考）設計上の考慮④

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 29

 準拠規格及び基準
 滞留水移送装置にて設置するポンプ，配管は，設計，材料の選定，製作

及び検査について，発電用原子力設備規格設計・建設規格(JSME)，日本
産業規格等※を適用することにより信頼性を確保する。

 検査可能性
 滞留水移送装置は，適切な方法で検査ができるよう，漏えい検査・通水

検査等の検査が可能な設計とする。

実施計画Ⅱ章２．５ 添付－１６から引用

※「JWWA K 144 水道配管用ポリエチレン管」，「JIS G 3454 圧力配管用炭素鋼鋼管」，
「JIS A 8604 工事用水中ポンプ」

※耐圧ホースは公的規格がないためメーカ仕様の範囲で使用する。
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（参考）構造強度，耐震性について

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 30

 構造強度
 滞留水移送装置の移送配管のうち鋼管およびポリエチレン管は「JSME S 

NC-1 発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（JSME規格），日本産
業規格（JIS規格），日本水道協会規格（JWWA規格）等に準拠する。
耐圧ホースについては，製造者仕様範囲内の圧力および温度で運用する
ことで構造強度を有すると評価する。

 耐震性
 滞留水移送装置を構成する主要機器のうち放射性物質を内包するものは

，「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」のＢクラス相当の設
備と位置づけられる。

実施計画Ⅱ章２．５ 添付－１６から引用
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（参考）耐放射線性について

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 31

 耐圧ホース
 耐圧ホースの材質はポリ塩化ビニルである。ポリ塩化ビニルの放射線照

射による影響は１０５～１０６Ｇｙの集積線量において，破断時の伸び
の減少等が確認されている。過去の測定において，２号機タービン建屋
の滞留水表面上の線量当量率が１Ｓｖ／ｈであったことから，耐圧ホー
スの照射線量率を１Ｇｙ／ｈと仮定すると，集積線量が１０５Ｇｙに到
達する時間は１０５時間（１１．４年）と評価される。このため，耐圧
ホースは数年程度の使用では放射線照射の影響により大きく劣化するこ
とはないと考えられる。

 ポリエチレン管
 ポリエチレンは，集積線量が２×１０５Ｇｙに達すると，引張強度は低

下しないが，破断時の伸びが減少する傾向を示す。ポリエチレン管の照
射線量率を１Ｇｙ／ｈと仮定すると， ２×１０５Ｇｙに到達する時間は
２×１０５時間（２２．８年）と評価される。そのため，ポリエチレン
管は数年程度の使用では放射線照射の影響を受けることはないと考えら
れる。

実施計画Ⅱ章２．５ 添付－１６から引用
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（参考）ポンプ設置箇所の考え方

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 32

建屋 床ドレンサンプ数 ポンプ設置サンプ数

1Rw/B ２ １※１

2T/B １ １

2Rw/B ２ ２

3T/B １ ２※２

3Rw/B ２ ２

4R/B ３ ２※３

4T/B １ １

4Rw/B ２ ２

床ドレンサンプピット

※１：既に1,2号機Rw/B間の堰の貫通工事にて、床面露出を確認しているものの、より安定的に床面露出状態を維持するために、東側のサンプ
にポンプを設置。なお、西側サンプは１階が高線量エリア(34mSv/h程度)で作業不可。

※２：サービスエリアで定常的な地下水の流入を確認したことから、同エリア内にあるストームドレンサンプ内にもポンプを設置するもの。

※３：ドライウェル下部に存在する１サンプについては、最地下階の床面より高い位置に存在し、またPCVの内部であるため建屋外の土壌と面
しておらず、地下水の追加流入もないと考えられる。よって今後、個別に処理を検討する。

 最地下階の床面を露出するにあたり、床面より低い位置にある床ドレンサンプピット内にポンプを
設置する。なお、床ドレンサンプピット内に堆積しているスラッジ等の巻き込み対策として、ポン
プをピット底部より浮かせた状態で設置する。

 これにより、建屋内に追加で流入する地下水等は、各建屋内床面のファンネルを通じて、最地下階
のサンプピット内に導かれるため、床面の露出維持が可能となるもの。

 なお、機器ドレンサンプピットについては、機器ドレンファンネルが床面より高い位置にあり、
床面に溜まった水は当該ピット内に導かれないことからポンプの設置は不要。

機器より

機器ドレンサンプピット

機器ファンネル

床ファンネル

サンプカバー
サンプカバー
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（参考）滞留水移送装置追設に伴う移送流量の評価１／３

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 33

区間 材質 口径 内径
[ｍｍ]

配管長
[m]

EL
(90°)

EL
(45°)

ティー
(直)

ティー
(分)

GB BL CH SD RED.

1 耐圧ホース 50A 50.8 10 2 0 0 0 0 0 0 0 0

2 PE管 50A 50 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 PE管 100A 99.7 13 8 0 0 0 0 0 0 0 2

4 PE管 50A 50 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 鋼管 50A 47.5 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0

6 PE管 50A 50 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7 PE管 100A 99.7 3 10 0 1 0 0 0 0 0 2

8 PE管 50A 50 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

9 鋼管 50A 47.5 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0

ＥＬ：エルボ、ＧＢ：グローブ弁、 ＢＬ：ボール弁
ＣＨ：逆止弁、ＳＤ：サンダース弁、ＲＥＤ.：レジューサ

 圧力損失評価条件（区間1から区間9まで）

 滞留水移送装置追設置による，配管長，継手個数，弁個数等の流路条件の変更を反映し，
移送流量の評価を実施。

【評価条件】
 ポンプ単体起動，他号機・他建屋からの移送はないものとする。ああ
 移送先はプロセス主建屋とする。ああああああああああああああああ
 系統毎にストレーナ１台が評価条件として含むものとする。ああああ

 今回追設する滞留水移送装置のうち，最も圧力損失の大きい４号機Ｒ/Ｂ床ドレンサンプ(
Ｂ)滞留水移送装置を代表例として移送流量の評価結果を次に示す。
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（参考）滞留水移送装置追設に伴う移送流量の評価２／３

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 34

区間 材質 口径 内径
[ｍｍ]

配管長
[m]

EL
(90°)

EL
(45°)

ティー
(直)

ティー
(分)

GB BL CH SD RED.

10 鋼管 50A 47.5 3 2 0 5 0 0 0 1 1 0

11 鋼管 50A 47.5 3 2 0 3 2 0 0 0 3 0

12 PE管 50A 50.7 2 3 0 0 0 0 0 0 0 0

13 PE管 100A 100.8 35 11 0 0 0 0 0 0 0 2

14 鋼管 50A 47.5 4 0 0 2 0 1 0 0 3 0

15 PE管 100A 100.8 14 5 0 0 0 0 0 0 0 1

16 鋼管 100A 100.3 4 1 0 2 3 0 0 0 2 0

17 PE管 100A 100.8 10 3 0 0 1 0 0 0 1 0

18 PE管 100A 100.8 48 11 0 0 0 0 0 0 0 0

19 鋼管 100A 102.3 3 2 0 0 0 0 2 0 0 0

20 鋼管 150A 151 5 0 0 3 2 0 1 0 0 1

21 PE管 100A 100.8 250 13 0 0 0 0 0 0 0 0

ＥＬ：エルボ、ＧＢ：グローブ弁、 ＢＬ：ボール弁
ＣＨ：逆止弁、ＳＤ：サンダース弁、ＲＥＤ.：レジューサ

 圧力損失評価条件（区間10から区間21まで）
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（参考）滞留水移送装置追設に伴う移送流量の評価３／３

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 35

 圧力損失評価条件に記載した区間図を以下に示す。

 以下の通り，最も圧力損失の大きい４号機Ｒ/Ｂ床ドレンサンプ(Ｂ)からプロセス主建屋ま
での移送ラインにポンプ吐出し量12m3/hが流れた場合の合計圧力損失＜全揚程となるこ
とから12m3/h以上の移送流量が確保できることを評価している。
※その他の滞留水移送装置についても同様に評価を実施。

流量 全揚程 実揚程（Ａ） 配管抵抗（Ｂ） 合計圧力損失（Ａ＋Ｂ）

12 m3/h 55 m 約14 m 約13 m 約27 m

MOMO

ストレーナユニットＡ

ストレーナユニットＢ

流量計ユニット

集合ヘッダＡ

集合ヘッダ
Ｂ

P P

4号機Ｔ/Ｂ

屋外

屋外 プロセス
主建屋

プロセス
主建屋

屋外

4号機Ｔ/Ｂ
屋外

4号機Ｔ/Ｂ4号機Ｒ/Ｂ

鋼管 ポリエチレン管 耐圧ホース

配管概略図（４号機Ｒ／Ｂ床ドレンサンプ（Ｂ）滞留水移送装置

1 1
2

5 5
6

9

9

10 11

12

10 11
MO MO

14

15

16
17,18

19,20
21

14

15

16

17,18

19,20

21

3
4

2
3
4

7 8
6

7
8 13

12

13
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（参考）系統の切替期間について

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 36

電源ケーブル等切り替え

使用前検査

使用前検査終了証受領

追設した滞留水移送装置運用開始

 切替期間
 既設の滞留水移送装置から、追設する滞留水移送装置に電源ケーブル等の切

り替えを行う。それに伴い、追設した滞留水移送装置の検査が終了するまで
は、既設滞留水移送装置１系列の運用とする。

現場
制御盤

P P

イメージ図

現場
制御盤

FT

既設 追設

現場
制御盤

P P

現場
制御盤

FT

既設 追設

切

替

期

間

フ

ロ

ー

P ：ポンプ

：水位計

：弁

：計器FT



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

（参考）廃棄物管理について

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 37

 廃棄物発生量の予測

種別 予測量(m3) 備考

2019年度 2020年度

合計≦1 
mSv/h

≦30 
mSv/h

＞30 
mSv/h

合計
≦1 

mSv/h
≦30 

mSv/h
＞30 

mSv/h
合計

不燃物 約110 約210 約90 約410 約30 約130 約30 約190 約600
主にコア，
干渉物

難燃物
可燃物

約50 約110 － 約160 約30 約130 － 約160 約320
主に資機材，
梱包材

 推定表面線量率

廃棄物発生場所 推定線量

1～4号機 T/B,R/B,4号機 R/B（地上階） ＞0.1かつ≦30mSv/h

1～4号機 T/B,R/B,4号機 R/B（地下階） ＞0.1かつ≦100mSv/h

 保管予定場所
 保管前に廃棄物の仕分け，サーベイを実施し，

サーベイ結果に基づき，以下保管場所に保管
する。

受入目安表面線量率 保管場所

≦1 mSv/h 一時保管エリアW

≦30 mSv/h 固体廃棄物貯蔵庫７～９棟 地下階

＞30 mSv/h 固体廃棄物貯蔵庫７～９棟 地下階

 廃棄物発生量低減対策

梱包材等は構内搬入前に可能な限り取外し搬入する。

 下記の廃棄物発生量は、現在変更認可申請中のⅢ章第３編「今後３年間の想定発生量と保
管容量の比較」 に計上済み

 廃棄物管理は，実施計画Ⅲ章第３編２．１「放射性廃棄物等の管理」に基づき管理する。
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無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 38

（参考）工事に伴う総被ばく線量について(1/3)

主な作業エリア 線量(mSv/h)

①1号機 Rw/B 1FL 0.0055～0.09

②2号機 T/B 1FL 0.13～2.2

③2号機 Rw/B 1FL 0.01～0.4

④3号機 T/B 1FL 0.27～0.65

 主な作業エリア（ポンプ等を投入するエリア）の線量

主な作業エリア 線量(mSv/h)

⑤3号機 Rw/B 1FL 0.06～0.6

⑥4号機 R/B    MB1FL 0.006～0.50

⑦4号機 T/B    1FL 0.03～0.15

⑧4号機 Rw/B MB1FL 0.1～1.0

【参考】2号機 T/B サーベイマップ(2018年1月1日～12月31日データ採取)の例

主な作業エリア
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無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 39

（参考）工事に伴う総被ばく線量について(2/3)

床ドレンサンプ

滞留水移送配管

滞留水移送配管

線源

作業エリア

地上階

地下階

線源

準備/片付けエリア

①遠隔化・自動化
②モックアップ

④低線量エリアの活用

③遮へい

⑤アクセスルートの改善

 主な被ばく低減対策のイメージ

滞留水（線源）

【主な被ばく低減対策】

①遠隔化・自動化

ポンプ等を比較的線量の低いフロアから遠隔操作で

投入・設置する。

②モックアップ

構外で遠隔操作のトレーニングを実施し，現場の

作業時間を短縮する。

③遮へい

既に設置している遮へいを有効活用する。

④低線量エリアの活用

作業準備・段取等は建屋内に設けている低線量

エリアにて実施する。

⑤アクセスルートの改善

高線量エリアを極力通過しないルートを設定する。

高線量
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無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 40

対象建屋
延べ人数
（人）

総被ばく線量（人・mSv）
低減量

（人・mSv）

個人最大
被ばく線量
(mSv/年度)

被ばく低減対策
実施前

被ばく低減対策
実施後

8建屋

1号機Rw/B 約3800

約42200 約19400
約9800
1建屋あたり
（約1225）

約9600 15以下※

2号機T/B 約6800

2号機Rw/B 約4800

3号機T/B 約7000

3号機Rw/B 約4800

4号機R/B 約5500

4号機T/B 約5900

4号機Rw/B 約3600

（参考）工事に伴う総被ばく線量について(3/3)
 総被ばく線量（計画線量）について

 過去の滞留水移送装置設置（類似工事）の総被ばく線量

現在まで，建屋内において遮へい・除染等による線量低減を実施してきた結果，今回の１建屋あたりの
計画線量が，過去の類似工事より低く抑えられている。

対象建屋 計画線量（人・mSv） 実績線量（人・mSv）

1号機タービン建屋
滞留水移送装置追設（2016年度）

1号機 T/B（1建屋)
2893.94 2087.28

1～4号機滞留水移送
装置設置（2015年度）

1～4号機 R/B,T/B
2～4号機 Rw/B（11建屋)

36300
1建屋あたり（3300）

10189.68

※当該工事の管理値として定めた値であり，福島第一原子力発電所全ての作業に適用される管理値ではない。
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（参考）建屋内滞留水とサンプピットについて

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 41

床ドレンサンプピット（ピット底部高さは右表参照）

最地下階
水位計

（追設）

ポンプ（追設）

P
ポンプ

（既設）

水位計
（既設）

P

1階

T.P. -800(2019.6.27時点)
(4号機のみT.P. -1,200)

T.P. -1,740未満(2020年末)
(4R/BのみT.P. -3,496未満)

建屋 ピット底部高さ

1Rw/B T.P. -2436

2T/B T.P. -3452

2Rw/B T.P. -2836

3T/B
T.P. -3437
T.P. -3237(サービスエリア)

3Rw/B T.P. -2836

4R/B T.P. -5496

4T/B T.P. -3439

4Rw/B T.P. -2836

 滞留水とサンプピット底部のエレベーションについては下図の通り
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無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 42

装置設置【断面図】干渉物撤去【断面図】

1.干渉物撤去
（地上階）

地上１階

地下１階

配管，サポート等

機器 盤

グレーチング

3.干渉物撤去
（地下階）

ケーブルトレイ等

4.点検用
マンホール撤去

5.ポンプ架台
設置

6.配管，サポート
設置

耐圧ホース

7.ポンプ投入

床ドレンサンプ等

 主な工事（ポンプ，配管設置）の計画イメージを以下に示す。

ワイヤー

2.穿孔

配管，サポート等

滞留水

（参考）工事計画について(1/2)
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無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 43

（参考）工事計画について(2/2)
 ワイヤー（チェーンブロック）の防錆対策について

 ワイヤー（チェーンブロック）については，腐食を考慮した材料を使用している。
 ４号機Ｒ／Ｂの滞留水移送ポンプ用チェーンブロックについても，設置から約３年

経過しても問題は発生しておらず，外観上の異常がないことを確認している。

 ポンプの防錆対策について
 ポンプの主要材料については，腐食を考慮した材料を使用している。

一部，耐腐食性を有しない材料を使用しているが，流電陽極により保護
している。

 さらに，予備のポンプを保有することで異常発生時に早期に復旧可能である。

 穿孔作業におけるダスト対策について
 穿孔作業前，作業中，作業後にダスト測定を実施する。
 穿孔作業時は，コアドリル切削面の焼付きを防止するため，冷却水を供給しながら

施工する。そのため，基本的にダストが舞い上がる可能性は低いが，有意なダスト
上昇が確認された場合は，作業を中断し，対策を検討する。

 穿孔作業以外の作業（干渉物撤去（地上／地下階），サポート，ポンプ架台設置，
その他ダスト上昇が考えられる作業）においてもダスト測定を実施する。

 穿孔作業以外の作業においても有意なダスト上昇が確認された場合は，作業を中断
し，対策を検討する。
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（参考）工事計画①（地上階の干渉物撤去）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 44

干渉物撤去【断面図】

【盤撤去のイメージ】

 地上階の干渉物撤去

 工法：サンプ直上の地上階の干渉物をグラインダー，ガス溶断，油圧カッター,

バンドソー等を用い切断する。

 手順：【代表例（盤）】仮設足場設置⇒電源停止⇒検電⇒火気養生⇒切断

電線管

盤

仮設足場

グラインダー

火気養生

火気専任監視員

干渉物撤去後【断面図】

滞留水

地上１階

地下１階

床ドレンサンプ等

滞留水

床ドレンサンプ等

火気養生

現場の様子
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（参考）工事計画②（穿孔）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 45

 穿孔

 工法：サンプ直上の地上階床面をコアドリルを用い，穿孔する。

 手順：ケガキ⇒コアドリル設置⇒穿孔

コアドリル

冷却水
供給ライン

【穿孔のイメージ】

滞留水

地下１階

床ドレンサンプ等

穿孔【断面図】

滞留水

床ドレンサンプ等

穿孔後【断面図】

地上１階 現場の様子

コアドリル
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（参考）工事計画③（地下階の干渉物撤去）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 46

 地下階の干渉物撤去

 工法：サンプ直上の地下階の干渉物を油圧カッター等を用い，切断する。

 手順：【代表例（配管）】遠隔操作機器設置⇒配管把持⇒切断⇒回収

【配管撤去のイメージ】

滞留水

床ドレンサンプ等

干渉物撤去【断面図】

滞留水

床ドレンサンプ等

干渉物撤去後【断面図】

モニタ

コントローラ

水中カメラ

油圧カッター

地下１階

地上１階

把持治具

現場の様子

油圧カッター モニタ



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

（参考）工事計画③補足（柔構造アーム（筋肉ロボット）の適用について）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 47

 滞留水移送装置を追設する建屋のうち３号機タービン建屋サービスエリアの地下階の干渉物撤去に
ついては，今後の廃炉技術の知見拡充を目的にメーカで開発中の「柔構造アーム（筋肉ロボッ

ト）」を試験的に適用する。

 「柔構造アーム（筋肉ロボット）」の特長

 アーム部に通常のロボットで採用するような電子部品（モータ等）を使用せず、水圧シリンダー
とバネで駆動させるため、放射線量の高い環境下でも稼働できる。

 耐衝撃性が高く、衝突した場合でも故障しにくい。

 作動流体が水であるため、万が一、水圧シリンダーが破損した場合であっても、滞留水の水質に
影響を与えない。

柔構造アーム（筋肉ロボット）

柔構造アーム

レベルスイッチ

サンプポンプ

滞留水

配管

ケーブル

油圧カッター

地下階床面

サンプカバー

柔構造アーム（筋肉ロボット）による
地下階の干渉物撤去イメージ

干渉物撤去範囲

ケーブル切断の様子

滞留水
地下階床面

サンプピット
サンプピット

干渉物撤去後イメージ

撤去対象物に適
した治工具を
アームに持たせ
て作業する。
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（参考）工事計画④（点検用マンホール撤去）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 48

 点検用マンホール撤去

 工法：サンプ点検用マンホールをフック等を用い，取外す。

 手順：遠隔操作機器設置⇒点検用マンホール取手把持⇒回収

【点検用マンホール撤去のイメージ】

滞留水

床ドレンサンプ等

点検用マンホール撤去【断面図】

滞留水

床ドレンサンプ等

点検用マンホール撤去後【断面図】

モニタ

水中カメラ

地下１階

地上１階

点検用マンホール

取手

フック

現場の様子

点検用マンホール

フック
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（参考）工事計画⑤（設置工事）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 49

 設置工事

 工法・手順：

【①ポンプ架台の設置】ポンプ架台の搬入⇒組立⇒ケガキ⇒アンカー打設⇒ボルト締め

【②配管サポートの設置】ケガキ⇒アンカー打設⇒サポートの搬入⇒ボルト締め⇒サポート溶接

【③配管敷設】配管の搬入⇒融着、フランジ接続

【④ポンプ投入】ポンプの搬入⇒フランジ接続⇒遠隔操作機器設置⇒ポンプ投入

【設置工事のイメージ】

滞留水

床ドレンサンプ等

設備設置【断面図】 設備設置後【断面図】

水中カメラ

地下１階

地上１階

ポンプ架台 モニタ

滞留水

床ドレンサンプ等

耐圧ホース
ワイヤ

ポンプ

ポリエチレン管

サポート
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（参考）各工事における作業日数について（１／４）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 50

 各作業における作業日数について以下に示す。

 ①地上階の干渉物撤去【代表例（盤）】

仮設足場設置（５日）⇒電源停止，検電（１日）⇒火気養生（３日）⇒切断（３０日）

合計：３９日

 ②－１穿孔【床スラブ厚300mmに対して穿孔径φ300mmを穿孔する場合】

ケガキ（１日）⇒コアドリル設置（１日）⇒穿孔（２日）

合計：４日

 ②－２穿孔【床スラブ厚1000mmに対して穿孔径φ300mmを穿孔する場合】

ケガキ（１日）⇒コアドリル設置（１日）⇒穿孔（5日）

合計：７日

 ③地下階の干渉物撤去【代表例（配管（１本））】

遠隔操作機器設置（２日）⇒配管把持、切断、回収（３日）

合計：５日

なお，下線で示した作業については，滞留水の濁りや遠隔操作の難易度によって日数

が大きく変動するため日数はあくまで目安となる。

※上記作業日数には，

作業計画策定・作業準備・資機材搬出入・片付け・廃棄物処理は含んでいない。



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

（参考）各工事における作業日数について（２／４）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 51

 各作業における作業日数について以下に示す。

 ④点検用マンホール撤去

遠隔操作機器設置（２日）⇒点検用マンホール取手把持，回収（３日）

合計：５日

なお，下線で示した作業については，滞留水の濁りや遠隔操作の難易度によって

日数が大きく変動するため日数はあくまで目安となる。

 ⑤ポンプ架台の設置

ポンプ架台の搬入（５日）⇒組立（５日）⇒ケガキ（１日）⇒アンカー打設（２日）

⇒ボルト締め（２日）

合計：１５日

なお，上記作業日数には，ポンプ架台の製作期間は含んでいない。

※上記作業日数には，

作業計画策定・作業準備・資機材搬出入・片付け・廃棄物処理は含んでいない
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（参考）各工事における作業日数について（３／４）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 52

 各作業における作業日数について以下に示す。

 ⑥配管サポートの設置【代表例（配管サポート（１箇所））】

ケガキ（１日）⇒アンカー打設（１日）⇒サポートの搬入（１日）

⇒ボルト締め（２日）⇒サポート溶接（３日）

合計：８日

なお，上記作業日数には，配管サポートの塗装期間は含んでいない。また，配管サポー

トは纏めて施工するため，日数はあくまで目安となる。

 ⑦配管敷設【代表例（配管（１スプール））】

配管の搬入（１日）⇒融着，フランジ接続（４日）

合計：５日

なお，上記作業日数には，保温の施工期間は含んでいない。また，配管敷設は纏めて施

工するため，日数はあくまで目安となる。

※上記作業日数には，

作業計画策定・作業準備・資機材搬出入・片付け・廃棄物処理は含んでいない
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（参考）各工事における作業日数について（４／４）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 53

 各作業における作業日数について以下に示す。

 ⑧ポンプ投入

ポンプの搬入（１日）⇒フランジ接続（２日）⇒遠隔操作機器設置（２日）

⇒ポンプ投入（３日）

合計：８日

なお，下線で示した作業については，滞留水の濁りや遠隔操作の難易度によって

日数が大きく変動するため日数はあくまで目安となる。

※上記作業日数には，

作業計画策定・作業準備・資機材搬出入・片付け・廃棄物処理は含んでいない

 【参考】１～４号機建屋内における１日あたりの作業時間について

 夏期（７月～８月） ：約２時間／日程度

 夏期を除く（７月～８月を除く）：約３時間３０分／日程度
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（参考）地下階の干渉物について

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 54

 地下階の干渉物のうち，最大口径の配管について

 ４号機タービン建屋の地下階で確認している復水系の配管口径が
７５０Ａで最大口径となる。

 なお，各建屋で確認している大口径配管については，撤去せずに設
備の設置工事が成立することを確認している。

 撤去を予定している地下階の干渉物のうち，最大口径の配管について

 １号機廃棄物建屋の地下階で確認している廃棄物処理系の配管口径が
８０Ａであり，撤去予定配管では最大口径となる。

 なお，今回使用する油圧カッターでは，最大口径 １００Ａ（Ｓｃｈ４
０、炭素鋼）まで切断可能。

 切断した配管の回収方法について

 切断する配管のサイズは，地上階の穿孔サイズが目安となり，１ｍ程
度の長さで切断となる。

 撤去予定配管の最大口径の８０Ａ＊１ｍ（Ｓｃｈ４０、炭素鋼）では
約１０ｋｇとなる。

 切断した配管は，把持治具を用い，人力で遠隔回収する。
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（参考）ポンプ投入箇所状況（代表例）

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 55

 ポンプ投入計画

 代表として４号機タービン建屋の俯瞰図と３号機廃棄物処理建屋の穿孔から見た地下階干渉物の
写真を以下に示す。

 俯瞰図に示された地下階の干渉物を撤去し，ポンプを投入する。

地上１階

４号機タービン建屋俯瞰図

点検用マンホール

配管

サポート

グレーチング

地下１階

床ドレンサンプ

地下階の
干渉物

穿孔から見た地下階干渉物
（３号機Ｒｗ／Ｂ床ドレンサンプA）
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（参考）遠隔操作のモックアップについて

無断複製・転載禁止 東京電力ホールディングス株式会社 56

モックアップ施設

モックアップの様子

４号機Ｔ／Ｂ地下を模擬
（下から撮影）

３号機Ｔ／Ｂポンプ投入を模擬

干渉物撤去の様子

配管模擬体
(750A)

地上階床面
穿孔穴を模擬

ダクト
模擬体

配管模擬体
(730A)

移送ポンプ
を模擬

水中カメラ

油圧カッター

干渉物模擬体
（[-150x75）

地上階床面
穿孔穴を模擬

 遠隔操作のモックアップ概要

 構外に，建屋地上階から地下階を模擬した高さ約１０ｍのモックアップ施設を設置。

（配管やダクト等の干渉物についても，図面等から寸法通りに模擬体を設置）

 被ばく低減のため，モックアップ施設にて遠隔操作トレーニングを実施。
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（参考）ポンプ投入方法の考え方
 建屋地下階は，汚染水が滞留していることに加え、雰囲気線量が高く，人の立入りが困難なこと

から，ポンプ投入作業は地上階から遠隔にて投入する計画で進めている。

号機 エリア
地上階線量

(単位：mSv/h)
地下階最大線量※
(単位：mSv/h)

1 Rw/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ(B) 0.14 50

2

T/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ 0.65 70

Rw/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ(A) 0.011 180

Rw/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ(B) 0.2 測定未実施

3

T/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ 0.4 275

T/Bｻｰﾋﾞｽｴﾘｱｽﾄｰﾑﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ 0.55 112

Rw/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ(A) 0.4 200

Rw/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ(B) 0.3 300

4

R/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ(A) 0.003 0.85

R/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ(B) 0.23 0.5

T/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ 0.04 8.2

Rw/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ(A) 0.4 23

Rw/B床ﾄﾞﾚﾝｻﾝﾌﾟ(B) 0.08 15

【参考】線量測定結果

（床ドレンサンプ等の直上の地上階から線量測定を実施） 【参考】線量測定イメージ

水中線量計

地上１階

地下１階

滞留水

床ドレンサンプ等

建屋断面図

線
量
測
定
範
囲

※先行号機の実績から，床面露出時は約1.5倍になるものと想定
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以下、 5月29日面談資料(排水完了エリア水
位計の今後の扱いについて)
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１～４号機建屋滞留水排水完了エリア水位計の今後の扱いについて

東京電力ホールディングス株式会社

2019年5月29日
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背景ならびに排水完了エリア水位計の扱い

・背景
 これまでの１～４号機建屋滞留水水位低下に伴い，ポンプ設置エリアとの水位の連動が切れ，局所的な滞

留が確認されたエリア（孤立エリア）が確認された。
 これまでに確認された孤立エリアは，床面付近まで排水後，一定期間の流出入がないことを確認の上，

エリアを「排水完了エリア」，エリア内の残水を系外漏えいリスクの低い「排水完了エリアに貯留する残
水」として定義している。

 また， 「排水完了エリアに貯留する残水」については，サブドレン水位との比較対象から除外し，定期的
な手測りにて，水位を監視している状況。

 一方，一部の「排水完了エリア」には水位計が設置されている（既に検出部は露出）ため，現在は水位計
の指示値（水位計のゼロ点指示）を記録しているものの，当該エリアの管理に水位計指示値を使用してお
らず，手測りの水位を使用していることから，不要な記録となっている。

・今後の扱い
 排水完了エリアに貯留する残水は，水位計に依らない手測りによる水位監視を実施しているため，当該

エリアの水位計（計9か所すべて）について，運用停止とする。
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排水完了エリアの水位管理について

 排水完了エリアの水位管理に関する実施計画の記載は下記の通り。
 排水完了エリアに貯留する残水は，水位が安定していること等を確認出来た範囲内で水位管理するための

運用目標値を図－５に従って定め，適切な頻度で水位監視を行う。 （以上，第Ⅲ章3.1.7.4より抜粋）
 排水完了エリアに貯留する残水については，定期的な手測りにて水位を監視している。
 水位の連続監視は不要としている。

図－５ 運用目標値の設定根拠（第Ⅲ章3.1.7.4より抜粋）
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排水完了エリアの水位状況について

62

 水位計が設置されている排水完了エリアの最高水位と，運用目標値を以下に示す。
 全エリアの水位について，運用目標値以下に管理出来ている。
 加えて，最大水位上昇量は，150mm/月（1号機T/B D/G(B)室）であった。

 全エリアにおいて水位が運用目標値以下に管理出来ていること，ならびに水位上昇に対する
運用目標値の裕度が十分であることから，排水完了エリアにおける水位管理手段は適切であ
り，今後は水位計による当該エリア水位の傾向監視も不要（運用停止）と判断する。

号
機

エリア名
床面高さ

（T.P.mm）
最高水位

（T.P.mm）
運用目標値
（T.P.mm）

1
T/B 所内ボイラ室 943 1,183 2,250

T/B D/G(B)室 543 1,383 1,926

2
T/B C/Bｴﾘｱ 448 458 1,644

T/B 北東ｴﾘｱ1 448 608 1,668

3
T/B 北東ｴﾘｱ2 463 653 1,644

T/B 北東ｴﾘｱ3 463 603 1,665

4
T/Bﾊﾞｯﾁｵｲﾙﾀﾝｸ室 461 531 1,622

T/Bﾊﾞｯﾃﾘｰ室1 461 501 1,683

T/Bﾊﾞｯﾃﾘｰ室2 461 541 1,636

表 最高水位と運用目標値

エリア名
水位（T.P.mm） 上昇量

（mm/月）
2017年9月 2017年10月

1号機T/B D/G(B)室 1,233 1,383 150

表 最大水位上昇量
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実施計画における関連箇所について
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 当該エリア水位計の運用停止について，実施計画における関連箇所は下記の通り。
 運用停止水位計（当該水位計と露出水位計）は，他の変更申請に併せ，第Ⅱ章2.6添付

資料ー１の水位計設置位置図（図３～６ ），ならびに第Ⅲ章3.1.7.1中の図ー２から，
削除することを検討中。

章 項 添付資料 記載内容 備考

第Ⅱ章 2.6 添付資料ー１
図３～６

水位計設置位置
他の変更申請に併せ
て，運用停止水位計
の削除を検討

第Ⅲ章

3.1.7.1
図ー２ ―

水位計設置位置

3.1.7.4
―

排水完了エリアに貯留する
残水の水位管理 ―

表 実施計画における関連箇所
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参考 建屋の区画とポンプ・水位計の設置箇所（１号機）

排水完了エリア水位計
（設置箇所）

１ T/B 所内ボイラ室

２ T/B D/G(B)室

・・・水位計設置箇所

・・・ポンプ設置箇所

・・・水位計設置箇所（露出水位計：運用停止済）

・・・区画の境界線

・・・建屋内排水系や貫通部等を介して

連通しているエリアの境界線

・・・水位計設置箇所（排水完了エリア：運用停止予定）
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参考 建屋の区画とポンプ・水位計の設置箇所（２号機）

排水完了エリア水位計
（設置箇所）

１ T/B C/Bｴﾘｱ

２ T/B 北東ｴﾘｱ1

・・・水位計設置箇所

・・・ポンプ設置箇所

・・・水位計設置箇所（露出水位計：運用停止済）

・・・区画の境界線

・・・建屋内排水系や貫通部等を介して

連通しているエリアの境界線

・・・水位計設置箇所（排水完了エリア：運用停止予定）
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参考 建屋の区画とポンプ・水位計の設置箇所（３号機）

排水完了エリア水位計
（設置箇所）

１ T/B 北東ｴﾘｱ2

２ T/B 北東ｴﾘｱ3

・・・水位計設置箇所

・・・ポンプ設置箇所

・・・水位計設置箇所（露出水位計：運用停止済）

・・・区画の境界線

・・・建屋内排水系や貫通部等を介して

連通しているエリアの境界線

・・・水位計設置箇所（排水完了エリア：運用停止予定）
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参考 建屋の区画とポンプ・水位計の設置箇所（４号機）

排水完了エリア水位計
（設置箇所）

1 T/Bﾊﾞｯﾁｵｲﾙﾀﾝｸ室

2 T/Bﾊﾞｯﾃﾘｰ室1

3 T/Bﾊﾞｯﾃﾘｰ室2

・・・水位計設置箇所

・・・ポンプ設置箇所

・・・水位計設置箇所（露出水位計：運用停止済）

・・・区画の境界線

・・・建屋内排水系や貫通部等を介して

連通しているエリアの境界線

・・・水位計設置箇所（排水完了エリア：運用停止予定）
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参考 排水完了エリアの監視頻度について

 排水完了エリアは，下表の頻度で監視している（社内マニュアルに記載）。
 排水完了エリアに貯留する残水は１回／月の頻度で水位監視を行う。排水完了エリアにおいて，雨水の浸入，地

下水の浸透等が発生した場合は適宜，排水を実施するとともに，１回／週の頻度で水位監視を行う。排水完了エ
リアの水位が運用目標値を超えた場合は速やかに排水を実施し，当該エリアの周辺サブドレンを停止し汚染の拡
大防止を図るとともに，水位が基準値を下回るまでは日々の水位監視を行う。

監視頻度 頻度設定理由

１回／日 実施計画第Ⅲ章第26条管理

１回／週 継続的かつ微小な変動があった場合を
検知するため。

１回／月 地下水等流入有無を確認するため。

表 排水完了エリアの監視頻度
建屋に貯留する滞留水

水位安定エリアに貯留する滞留水 排水完了エリアに貯留する残水

表 排水完了エリアの監視頻度設定理由
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建屋の孤立エリアおよび滞留水の現状（1・2号機）

1

1号機 2号機

T/B

R/B

R/B

Rw/B
Rw/B

T/B

×２
×２

×２

×２

×
２

×２

P

P

P

P ×２
×２

×２

P ×２

×
２

×
２

P

×２
×２P

×２
×２P

×
２

×
２

P

×２
×２P

P

P

床ドレンサンプ（滞留水移送ポンプ増設対象）

滞留水エリア（滞留水有）

滞留水エリア（滞留水無）

排水完了エリア（水有）

排水完了エリア（水無）

床面以下に貯留する残水エリア

制御用水位計

制御用水位計（増設）

監視用水位計

監視用水位計（廃止）

滞留水移送ポンプ

滞留水移送ポンプ（増設）

※排水完了エリアの水は適宜排水。 2019/11/29版「建屋内における残水等の状況について」(確認日2019/11/5)に基づき有無を反映。

制御用水位計（廃止）

サンプ・ピット等（滞留水移送ポンプ増設対象外）

床ドレンサンプの集水範囲

連通

約T.P.-1750

約T.P.450

約T.P.-2650

約T.P.-3500

約T.P.-1750

約T.P.-50

約T.P.450

約T.P.1750

約T.P.1750

約T.P.450

約T.P.450
約T.P.1750



建屋の孤立エリアおよび滞留水の現状（3・4号機）

2

3号機 4号機

R/B
Rw/B

T/B
(サービス
エリア)

×
２

×
２

P

×２

P ×２

×
２

×
２

P

T/B

3-T1

T/B

Rw/B

R/B

×
２

×
２

P

×
２

×
２

P

×
２

×
２

P

×２
×２P

×２
×２P

×２
×２P

×２
×２P

×２
×２P

×２
×２P

×
２

×
２

P

×２
×２P

×２
×２P

P

P

床ドレンサンプ（滞留水移送ポンプ増設対象）

滞留水エリア（滞留水有）

滞留水エリア（滞留水無）

排水完了エリア（水有）

排水完了エリア（水無）

床面以下に貯留する残水エリア

制御用水位計

制御用水位計（増設）

監視用水位計

監視用水位計（廃止）

滞留水移送ポンプ

滞留水移送ポンプ（増設）

※排水完了エリアの水は適宜排水。 2019/11/29版「建屋内における残水等の状況について」(確認日2019/11/5)に基づき有無を反映。

制御用水位計（廃止）

サンプ・ピット等（滞留水移送ポンプ増設対象外）

床ドレンサンプの集水範囲

連通

約T.P.-1750

約T.P.450

約T.P.-3500

約T.P.-1750

約T.P.450

約T.P.450

約T.P.-1750

約T.P.450

約T.P.-3500

約T.P.-1750

約T.P.450

約T.P.450

約T.P.-1750



建屋の孤立エリアおよび滞留水の2020年末の状態（１・２号機）

33

P

滞留水エリア

排水完了エリア

床面以下に貯留する残水エリア

制御用水位計

監視用水位計

滞留水移送ポンプ

サンプ・ピット等（滞留水エリアに残る箇所）

1号機 2号機

T/B

R/B

R/B

Rw/B
Rw/B

T/B

×２
×２

×２

×２
×２

P

P

P

P ×２
×２

P ×２

×
２

P

床ドレンサ
ンプ水位
AB

×２
×２P

×２
×２P

×
２

×
２

P

×２
×２P

約T.P.-1750

約T.P.450

約T.P.-2650

約T.P.-3500

約T.P.-1750

約T.P.-50

約T.P.450

約T.P.1750

約T.P.1750

約T.P.450

約T.P.450
約T.P.1750



T/B

Rw/B

R/B

建屋の孤立エリアおよび滞留水の2020年末の状態（３・４号機）

4

P

滞留水エリア

排水完了エリア

床面以下に貯留する残水エリア

制御用水位計

監視用水位計

滞留水移送ポンプ

サンプ・ピット等（滞留水エリアに残る箇所）

4

3号機 4号機

R/B
Rw/B

T/B
(サービス
エリア)

×
２

×
２

P

T/B

×２
×２P

×２
×２P

×２
×２P

×２
×２P

×
２

×
２

P

×２
×２P

×
２

P

×
２

P

×
２

P

×２
×２P

×２
×２P×２

×２P

P ×２

×
２

P

約T.P.-1750

約T.P.450

約T.P.-3500

約T.P.-1750

約T.P.450

約T.P.450

約T.P.-1750

約T.P.450

約T.P.-3500

約T.P.-1750

約T.P.450

約T.P.450

約T.P.-1750


